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１．四半期財務情報の作成等に係る事項
① 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 ：有

税金費用の計算等については、一部簡便的な方法を採用しております。

② 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ：無

③ 連結及び持分法の適用範囲の異動の有無 ：有

平成18年3月期比　連結（新規）3社　（除外）6社

２．平成19年3月期第1四半期財務・業績の概況（平成18年 4月 1日 ～ 平成18年6月30日）
（１） 経営成績（連結）の進捗状況 （注）金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

（注）売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、前年同四半期比増減率を示しております。

【経営成績（連結）の進捗状況に関する定性的情報等】

影響を受けました。

公共事業の低迷、原材料価格高騰のなか大幅な収益改善を達成しました。

ＭＢ事業の売上高は286億21百万円(前年同期比8.9%増)、営業利益は10億3百万円(同10億35百万円増)となりました。
ゴルフ用品は需要低迷の影響を受け売上が伸び悩みましたが、高圧ホース、マリンホース、航空部品等で売上を伸ばし、

原材料価格高騰の影響を受けました。

営 業 利 益 経 常 利 益
四半期(当期)

純 利 益

2,050 △ 16.2

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

19,015

  円   銭

当第1四半期の当社グループを取り巻く環境は、米国では景気の先行きに不透明感があるものの概ね堅調に推移し、
アジア諸国では中国を中心に引き続き高い経済成長を維持しました。一方、わが国の経済は、原油価格の高騰、金利の
上昇懸念などはあるものの、企業収益の継続的な改善、民間設備投資の増加に加え、個人消費も緩やかに回復するなど
総じて堅調な足取りをたどりました。

上 場 会 社 名

11.0

96,219 5.7

19年3月期第1四半期

18年3月期第1四半期

売 上 高

106,838 1,2541,847

1,497

△ 34.2 △ 28.7

△ 14.7 0.7

－

51.8

21,447

2,8772,805

21,947

  円   銭

18年3月期第1四半期

(参考) 18年3月期

１株当たり四半期
(当期)純利益

3.74

451,911

19年3月期第1四半期

このような状況のもと、当社グループは「良いモノを、安く、タイムリーに」をメーカーの基本と考え、魅力ある高
機能商品の開発、生産拠点の拡大と効率化、国内外の販売体制の強化などに取り組みましたが、天然ゴムを中心とした

その結果、売上高は1,068億38百万円、営業利益は18億47百万円、経常利益は20億50百万円、四半期純利益は

(参考) 18年3月期 62.75

4.38

－

－

12億54百万円となりました。
タイヤ事業の売上高は782億16百万円(前年同期比11.8%増)、営業利益は10億13百万円(同64.6%減)となりました。

北米、アジアを中心とする海外販売の好調に加え、国内でも新車用タイヤが売上を伸ばしましたが、原材料価格高騰の
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（２）財政状態（連結）の変動状況

百万円 百万円 ％ 円    銭

(注)18年3月期第1四半期及び18年3月期の数値につきましては、従来の「株主資本」を「純資産」の欄に、「株主資本比率」

    を「自己資本比率」の欄に、「1株当たり株主資本」を「1株当たり純資産」の欄にそれぞれ記載しております。

【連結キャッシュ・フローの状況】

百万円 百万円 百万円 百万円

【財政状態（連結）の変動状況に関する定性的情報等】

増加したことなどによるものです。

増加し、208億94百万円となりました。

　財務活動により調達した資金は、前年同期より73億85百万円増加し、120億8百万円となりました。

３．平成19年3月期通期の業績予想（平成18年 4月 1日 ～ 平成19年 3月31日）

百万円 百万円 百万円

百万円 百万円 百万円

※平成18年5月11日の決算発表時に公表した通期業績予想について、連結及び個別業績予想を本日修正致しました。

なお、中間期の業績予想につきましては、連結及び個別とも前回発表予想を修正しておりません。

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、

実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。

投資活動により使用した資金は、前年同期より9億5百万円増加し、77億3百万円となりました。これは主に、アジアを中心

としたタイヤ生産能力増強などにより、固定資産の取得が70億79百万円あったことなどによるものです。

営業活動により獲得した資金は、前年同期より35億11百万円減少し、17億79百万円となりました。これは、税金等調整前

当期純利益20億18百万円、減価償却費52億47百万円、売上債権の減少126億58百万円に対し、たな卸資産の増加

115億69百万円、法人税等の支払額13億20百万円などによるものです。

負債は3,314億11百万円となり、前期末に比べ40億6百万円増加しました。これは有利子負債が前期末に比べ

138億72百万円増加したこと、買入債務が生産量増加による原材料調達額の増加及び価格高騰の影響により27億45百万円

純資産合計は、1,704億91百万円となり、少数株主持分を含めた前期末残高(純資産合計）に比べ41億17百万円

減少しました。これは、上場株式時価評価差額の減少などによるものです。

減少しました。これは、主として上場株式の時価評価額が減少したことによるものです。

キャッシュフローにつきましては、当第1四半期における現金及び現金同等物の残高は、前年同期末に比べ38億49百万円

2,078億55百万円となり、前期末に比べ64億53百万円増加しました。これは現金及び預金が66億8百万円増加したこと、

当第1四半期末における総資産は5,019億3百万円となり、前期末に比べ1億11百万円減少しました。流動資産は

たな卸資産が季節要因及び原材料価格高騰などの影響により113億95百万円増加したこと、売上債権が季節要因等

により125億52百万円減少したことなどによるものです。固定資産は2,940億47百万円となり、前期末に比べ65億65百万円

総 資 産 純 資 産 自 己 資 本 比 率 １株当たり純資産

19年3月期第1四半期 501,903 170,491 33.1 508.25

18年3月期第1四半期 433,316 136,542 31.5 399.07

508.64(参考) 18年3月期 502,014 170,675

1,779 △ 7,703 12,008

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

34.0

20,894

18年3月期第1四半期 5,290 △ 6,798 4,623 17,045

19年3月期第1四半期

(参考) 18年3月期 31,860 △ 29,184 △ 3,113 14,289

売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

（連 結）
通 期 485,000 11,000 7,000

（単 独）
通 期 318,000 6,000 5,000
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（添付資料）

（単位：百万円）

207,855 201,402 6,453 188,398

20,912 14,304 6,608 17,063
88,688 101,240 △ 12,552 90,095
82,165 70,770 11,395 69,672
16,089 15,086 1,003 11,566

294,047 300,612 △ 6,565 244,918

172,445 171,202 1,243 161,688
3,538 3,695 △ 157 3,858

118,063 125,714 △ 7,651 79,371

501,903 502,014 △ 111 433,316

206,965 208,671 △ 1,706 180,406

72,737 69,992 2,745 64,971
10,000 10,000 ― ― 
14,000 13,000 1,000 ― 
78,599 74,375 4,224 85,463
31,628 41,303 △ 9,675 29,970

124,446 118,734 5,712 113,060

20,000 20,000 ― 30,000
54,294 45,646 8,648 46,357
21,549 21,355 194 20,722
28,603 31,732 △ 3,129 15,980

331,411 327,405 4,006 293,466

― 3,933 ― 3,307

そ の 他

無 形 固 定 資 産

（負  債  の  部）

負 債 合 計

Ⅱ．固  定  負  債

社 債
長 期 借 入 金

資 産 合 計

そ の 他

Ⅰ．流  動  負  債

支払手形及び買掛金

少 数 株 主 持 分

退 職 給 付 引 当 金

短 期 借 入 金

一 年 内 償 還 社 債

平成18年3月31日

コマーシャルペーパー

そ の 他

現 金 及 び 預 金
受取手形及び売掛金
た な 卸 資 産

Ⅱ．固  定  資  産

有 形 固 定 資 産

（資  産  の  部）

平成18年6月30日

Ⅰ．流  動  資  産

投 資 そ の 他 の 資 産

１.要約連結貸借対照表

当第1四半期 前連結会計年度 増 減 前第1四半期
（△印　減） 平成17年6月30日
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（単位：百万円）

Ⅰ． ― 38,909 ― 38,909
Ⅱ． ― 31,952 ― 31,952
Ⅲ． ― 67,439 ― 50,655
Ⅳ． ― 43,554 ― 24,424
Ⅴ． ― △ 6,654 ― △ 9,253
Ⅵ． ― △ 4,526 ― △ 146

― 170,675 ― 136,542

― 502,014 ― 433,316

38,909 ― ― ―
31,952 ― ― ―
66,635 ― ― ―

△ 4,531 ― ― ―

株 主 資 本 合 計 132,966 ― ― ―

38,833 ― ― ―
△ 5,535 ― ― ―

 　 評価・換算差額等合計 33,298 ― ― ―

4,227 ― ― ―

170,491 ― ― ―

501,903 ― ― ―

前第1四半期
平成18年6月30日 平成18年3月31日 （△印　減） 平成17年6月30日

当第1四半期 前連結会計年度 増 減

（資  本  の  部）

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
その他有価証券評価差額金

為 替 換 算 調 整 勘 定
自 己 株 式

資 本 合 計

負債･少数株主持分･資本合計

（純　資　産  の  部）

Ⅰ．株　主　資　本

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式

Ⅱ．評 価・換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金

為 替 換 算 調 整 勘 定

Ⅲ．少　数　株　主　持　分

純 資 産 合 計

負 債 ・ 純 資 産 合 計

4



２.要約連結損益計算書

（単位：百万円）

106,838 96,219 10,619 451,911
76,441 66,259 10,182 310,231

30,397 29,959 438 141,679

28,550 27,154 1,396 119,732

1,847 2,805 △ 958 21,947

1,701 926 775 3,982
16 31 △ 15 161

774 509 265 872
910 384 526 2,948

1,497 854 643 6,915
680 528 152 2,270
816 326 490 4,644

2,050 2,877 △ 827 19,015

― ― ― 4,337
― ― ― 85
― ― ― 4,251

32 122 △ 90 679
32 122 △ 90 550
― ― ― 128

税金等調整前四半期(当期)純利益 2,018 2,755 △ 737 22,673

693 1,235 △ 542 851
69 21 48 374

1,254 1,497 △ 243 21,447

少 数 株 主 利 益

四 半 期 （ 当 期 ） 純 利 益

法 人 税 等

特 別 損 失
固定資産廃棄売却損
減 損 損 失

経 常 利 益

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益
退職給付制度移行益

自平成17年4月 1日

至平成18年 6月30日 至平成17年 6月30日 至平成18年3月31日

自平成17年 4月 1日
（△印　減）

自平成18年 4月 1日

当第1四半期 前第1四半期 増  減 前連結会計年度

そ の 他

営 業 外 収 益
受 取 利 息

売 上 高

売 上 総 利 益

売 上 原 価

支 払 利 息
そ の 他

営 業 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 外 費 用

受 取 配 当 金
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３.要約連結キャッシュフロー計算書
（単位：百万円）

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 2,018 2,755 22,673
減価償却費 5,247 4,742 20,491
退職給付制度移行益 ― ― △ 4,251
売上債権の増減額  （増加  ：  △） 12,658 14,748 5,327
仕入債務の増減額  （減少  ：  △） 2,561 △ 1,536 2,876
たな卸資産の増減額  （増加  ：  △） △ 11,569 △ 6,577 △ 5,453
その他 △ 7,947 △ 7,367 2,273

小　　　計 2,968 6,765 43,936
確定拠出年金制度への拠出額 ― ― △ 7,746
法人税等の支払額 △ 1,320 △ 1,477 △ 3,147
その他 131 3 △ 1,181

　営業活動によるキャッシュ・フロー 1,779 5,290 31,860

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー
固定資産の取得による支出 △ 7,079 △ 6,717 △ 28,538
その他 △ 624 △ 80 △ 645

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 7,703 △ 6,798 △ 29,184

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー
借入金の純増減額  （減少  ：  △） 13,740 9,099 7,386
配当金の支払額 △ 1,727 △ 2,456 △ 4,101
自己株式の取得による支出 △ 4 △ 7 △ 4,387
有価証券消費貸借契約による担保金返還額 ― △ 2,010 △ 2,010

　財務活動によるキャッシュ・フロー 12,008 4,623 △ 3,113

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 286 93 789
Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額  （減少  ：  △）  5,798 3,209 351
Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高 14,289 13,836 13,836

連結範囲変更に伴う現金及び現金同等物の影響額 806 ― 102
Ⅶ．現金及び現金同等物の期末残高 20,894 17,045 14,289

連結会計年度 〔
自平成18年4月 1日

〕 科目 至平成18年6月30日
〔

自平成17年4月 1日
〕

至平成17年6月30日
〔

自平成17年4月 1日
〕

至平成18年3月31日
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４.事業の種類別セグメント情報

当第1四半期（自 平成18年 4月 1日　至 平成18年 6月30日） (単位：百万円)

(１) 外部顧客に対する売上高

(２) セグメント間の内部売上高
 又は振替高

前第1四半期（自 平成17年 4月 1日　至 平成17年 6月30日） (単位：百万円)

(１) 外部顧客に対する売上高

(２) セグメント間の内部売上高
 又は振替高

前期（自 平成17年 4月 1日　至 平成18年 3月31日） (単位：百万円)

(１) 外部顧客に対する売上高

(２) セグメント間の内部売上高
 又は振替高

(注) 
１．事業区分は売上集計区分によるもので、主要事業としてのタイヤと非タイヤ事業からなる

ＭＢとしている。

２．各事業の主要な製品

乗用車用、トラック・バス用、小型トラック用、建設車両用、産業車両用、航空
機用などの各種タイヤ・チューブ、アルミホイール、自動車関連用品
コンベヤベルト、ゴム板、各種ホース、ゴムライニング、防舷材、
オイルフェンス、マリンホース、型物、空気バネ、ハイウェイジョイント、
橋梁用ゴム支承、ビル用免震積層ゴム、防水材、止水材、防音・防振商品、
接着剤、シーリング材、スポーツ用品、航空機用燃料タンク、シール、音響材、
プリプレグ、民間航空機用化粧室ユニット・飲料水タンク、各種ハニカム商品、
金属ダクト、オイルタンク、断熱材、バルブ、継手、シーリングコンパウンド、
Ｖバンドカップリング、フレックスカップリング、電磁波シールド材、
情報処理サービス、不動産賃貸等

営 業 費 用 317,693 128,719 446,413

－

計 335,802 132,660 468,463 (16,551) 451,911

68 16,483 16,551 (16,551)

連結

売 上 高

335,734 116,177 451,911 － 451,911

タイヤ ＭＢ 計 消    去
又は全社

(26) 2,805

タイヤ ＭＢ 計 消    去
又は全社

78,216 28,621

8

78,225

3,961

32,582 110,807 (3,969) 106,838

(3,798)

3,969 (3,969) －

106,838

1,847

104,991

1,013 1,003 2,017 (170)

77,211 31,578 108,790

売 上 高

69,931 26,287

連結

売 上 高

営 業 費 用

営 業 利 益

計

106,838 －

(3,670)

営 業 費 用

96,219

67,074

計 69,938 29,950 99,889

(3,643) 93,413

営 業 利 益 2,864 (32) 2,831

営 業 利 益 18,109 3,941 22,050

タイヤ ＭＢ 計

29,982 97,057

7 3,662

消    去
又は全社 連結

3,670 (3,670)  －

－ 96,21996,219

(16,448) 429,964

(102) 21,947

事業区分

タイヤ

ＭＢ

主   要   製   品
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５.所在地別セグメント情報

当第1四半期（自 平成18年 4月 1日　至 平成18年 6月30日） (単位：百万円)

(１) 外部顧客に対する売上高

(２) セグメント間の内部売上高
 又は振替高

前第1四半期（自 平成17年 4月 1日　至 平成17年 6月30日） (単位：百万円)

(１) 外部顧客に対する売上高

(２) セグメント間の内部売上高
 又は振替高

前期（自 平成17年 4月 1日　至 平成18年 3月31日） (単位：百万円)

(１) 外部顧客に対する売上高

(２) セグメント間の内部売上高
 又は振替高

(注)
１． 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。
２． 本邦以外の区分に属する主な国又は地域

北  　米　……　米国、カナダ
そ の 他　……　大洋州、欧州、アジア

476,876 (46,912) 429,964

営 業 利 益 19,622 2,561 241 22,425 (478) 21,947

営 業 費 用 368,206 80,299 28,371

― 

計 387,828 82,861 28,612 499,302 (47,390) 451,911

39,162 675 7,552 47,390

消    去
又は全社その他 計

(47,390)

連結

売 上 高

348,666 82,186 21,059 451,911 ― 451,911

日本 北米

103,640 (10,226) 93,413

営 業 利 益 2,652 450 (63) 3,039 (234) 2,805

営 業 費 用 81,167 16,956 5,515

― 

計 83,820 17,406 5,452 106,679 (10,460) 96,219

8,836 194 1,429 10,460

消    去
又は全社その他 計

(10,460)

連結

売 上 高

74,983 17,212 4,022 96,219 ― 96,219

日本 北米

122,245 (17,254) 104,991

営 業 利 益 1,286 572 17 1,875 (28) 1,847

営 業 費 用 91,128 22,098 9,019

― 

計 92,414 22,670 9,037 124,121 (17,283) 106,838

13,586 208 3,488 17,283

消    去
又は全社その他 計

(17,283)

連結

売 上 高

78,828 22,461 5,548 106,838 ― 106,838

日本 北米
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６．海外売上高

当第1四半期（自 平成18年 4月 1日　至 平成18年 6月30日） （単位：百万円）

22,741 19,753 42,495

106,838

 連結売上高に占める

 海外売上高の割合（％）

前第1四半期（自 平成17年 4月 1日　至 平成17年 6月30日） （単位：百万円）

17,592 15,725 33,318

96,219

 連結売上高に占める

 海外売上高の割合（％）

前期（自 平成17年 4月 1日　至 平成18年 3月31日） （単位：百万円）

87,601 70,878 158,480

451,911

 連結売上高に占める

 海外売上高の割合（％）

(注)
１． 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。
２． 各区分に属する主な国又は地域

北  米　……　米国、カナダ
その他　……　大洋州、欧州、アジア等

３． 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

Ⅲ 19.4 15.7 35.1

18.5 39.8

北　米 その他 計

21.3

北　米 その他 計

Ⅱ   連結売上高

Ⅱ   連結売上高

Ⅲ

Ⅰ   海外売上高

Ⅱ   連結売上高

Ⅲ

16.3 34.6

Ⅰ   海外売上高

Ⅰ   海外売上高

北　米 その他 計

18.3
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